
 

 

2025年５月 12日 

  各 位 

会 社 名 株 式 会 社 ソ ケ ッ ツ 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 浦 部 浩 司    

 （コード番号：３６３４ 東証スタンダード市場） 

問合せ先 コーポレートプランニング室 室 長     川 瀬 尚 子 

（TEL. ０３－５７８５－５５１８） 

 

資本準備金の額の減少及び剰余金の処分並びに剰余金の配当に関するお知らせ 

 

当社は、2025年５月 12日開催の取締役会において、「資本準備金の額の減少の件」を 2025年６月 20日

開催予定の第 25回定時株主総会（以下「本株主総会」といいます）に付議することを決議いたしました。 

また、本議案が承認可決されることを条件として、剰余金の処分及びその他資本剰余金を原資とする期末

配当の実施について付議することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の目的 

資本準備金の額の減少につきましては、今後の資本政策上の柔軟性および機動性を確保するこ

と、また、剰余金の配当等の株主還元策を実施できる状態にすることを目的として行うものであります。 

剰余金の処分につきましては、2025 年３月期決算において生じております繰越利益剰余金の欠

損額を解消し、財務体質の健全化を図ることと合わせ将来を見越し安定した配当の実施を目的とし

て行うものであります。 

なお、当期の期末配当につきましては、当期の経営成績および安定配当の方針等を勘案し、その

他資本剰余金を原資として、2025 年３月 31 日を基準とする１株当たり３円の期末配当を実施いたし

たいと存じます。 

 

２． 資本準備金の額の減少の内容 

会社法第 448 条第１項の規定に基づき、資本準備金の全額を減少させ、その他資本剰余金及び

繰越利益剰余金に振り替えます。 

（１）減少する準備金の項目及びその額 

資本準備金  134,137,200円 

 

（２）増加する剰余金の項目及びその額 

その他資本剰余金  134,137,200円 

 

 

３． 剰余金の処分の内容 

繰越利益剰余金は 139,132,854 円の欠損が生じておりますので、資本準備金の額の減少の効力

発生を条件に、会社法第 452 条の規定に基づき、その他資本剰余金 186,443,862 円のうち

139,132,854 円を繰越利益剰余金に振り替えて繰越欠損を解消するとともに、その他資本剰余金の

うち 7,358,145円を使用して期末配当を実施するものであります。なお、剰余金の処分後のその他資



 

本剰余金は 39,952,863円となります。 

 

（１）剰余金の処分に関する事項 

①減少する剰余金の項目およびその額 

その他資本剰余金  139,132,854円 

②増加する剰余金の項目およびその額 

繰越利益剰余金  139,132,854円 

 

（２）期末配当に関する事項 

①配当財産の種類 

金銭といたします。 

②配当財産の割当てに関する事項およびその額 

当社普通株式１株当たり金３円といたします。この場合の配当総額は 7,358,145円となります。 

 

４． 剰余金の配当の内容 

 決定後 直近の配当予想 

（202４年5月10日公表） 

前期実績 

（2024年３月期） 

基準日 2025年３月31日 同左 2024年３月31日 

１株当たり配当金 ３円00銭 同左 ３円00銭 

配当金の総額 7,358,145円 ― 7,358,151円 

効力発生日 2025年6月23日 ― 2024年６月24日 

配当原資 その他資本剰余金 ― その他資本剰余金 

（注）純資産減少割合 0.009 

 

５． 資本準備金の額の減少に係る日程 

（１）取締役会決議日     2025年５月12日 

（２）債権者異議申述公告日    2025年５月15日（予定） 

（３）債権者異議申述最終期日    2025年６月1６日（予定） 

（４）本株主総会決議日     2025年６月20日（予定） 

（５）資本準備金の額の減少の効力発生日           2025年６月20日（予定） 

（６）剰余金の配当の効力発生日    2025年６月23日（予定） 

 

６． 今後の見通し 

本件の資本準備金の額の減少及び剰余金の処分による繰越利益剰余金の損失の解消は、「純

資産の部」における勘定科目間の振替処理であり、当社の純資産の額に変動はなく、業績に与える

影響はありません。また、期末配当につきましても、剰余金の処分のため、業績に与える影響はあり

ません。 

上記の内容につきましては、会社法に基づく債権者保護手続が完了し、本株主総会において、

「資本準備金の額の減少の件」が承認されることを条件といたします。 

以 上 

 


